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告 示 

 

三重県告示第 98 号 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 49 条の規定により、次のとおり医療扶助のための医療を担当させる

機関を指定しました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

指定医療機関の名称 所在地 指定年月日 

豊田クリニック 亀山市南野町 4-15 平成 29 年 1 月 1 日 

さかい循環器内科クリニック 名張市希央台三番町 6 番地 1 平成 29 年 1 月 1 日 

クリーン歯科クリニック 津市乙部 2018 平成 29 年 1 月 1 日 

やまゆり歯科 松阪市京町 508-10 平成 29 年 2 月 1 日 

ハート調剤薬局 桑名市赤尾 2031-2 平成 29 年 1 月 1 日 

エンゼル薬局 多度駅前店 桑名市多度町小山字尾津平 1874-4 平成 29 年 2 月 1 日 

かすみがうら薬局 四日市市八田 1 丁目 13-17 平成 29 年 1 月 1 日 

健やか薬局野町店 鈴鹿市野町東 2 丁目 4 番 30 号 平成 29 年 1 月 1 日 

アクア薬局江戸橋駅前店 津市上浜町 5-58 平成 29 年 2 月 1 日 

ウエルシア薬局 松阪下村店 松阪市下村町 862 番 2 平成 29 年 2 月 1 日 

徳山薬局 名張市桔梗が丘 1-6-80 平成 29 年 1 月 1 日 

ナーシング三重 亀山市川崎町 4855 番地 Ａ105 平成 29 年 2 月 1 日 

訪問看護ステーション かがせお 伊勢市岡本二丁目 7-11 平成 29 年 1 月 19 日 

 

三重県告示第 99 号 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 50 条の 2 の規定により、次のとおり指定医療機関から名称等の変更

の届出がありました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

指定医療機関の名称 所在地 変更後の名称等 変更年月日 

佐藤医院 桑名市大央町 21 番地の 15 
さとう糖尿病・訪問診療ク

リニック 
平成 29 年 1 月 1 日 

 

三重県告示第 100 号 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 50 条の 2 の規定により、次のとおり指定医療機関から事業の廃止の

届出がありました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

指定医療機関の名称 所在地 廃止年月日 

豊田クリニック 亀山市南野町 4-15 平成 28 年 12 月 31 日 

小林内科医院 松阪市大河内町 800 番地 平成 29 年 1 月 1 日 

富沢内科 伊勢市一之木一丁目 10-3 平成 28 年 12 月 17 日 

さかい循環器内科クリニック 名張市希央台 3 番町 6 番-1 平成 28 年 12 月 31 日 

桝田医院 名張市新町 193 番地 平成 29 年 1 月 1 日 

クリーン歯科クリニック 津市乙部 2018 平成 28 年 12 月 31 日 

エンゼル薬局かすみがうら店 四日市市八田一丁目 13 番地 17 号 平成 28 年 12 月 31 日 

徳山薬局 名張市桔梗が丘 1 番町 6 街区 80 番地 平成 28 年 12 月 31 日 
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訪問看護ステーションなのはな 桑名市長島町松ヶ島 180 番地 4 平成 29 年 1 月 31 日 

 

三重県告示第 101 号 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 1 項の規定により、次のとおり介護扶助のための居宅介

護若しくは居宅介護支援計画の作成又は施設介護を担当させる機関を指定しました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

指定介護機関の 
所在地 

名 称 
申請（開設）者名

申請（開設）者の主

たる事務所の所在地

指 定 

年 月 日 

事業（サービ

ス）の種類

朝日つげ歯科 三重郡朝日町小向 925 柘植 信哉 三重郡朝日町小向925
平成 2 9 年 

2 月 1 日 

居宅療養管

理指導 

朝日つげ歯科 三重郡朝日町小向 925 柘植 信哉 三重郡朝日町小向925
平成 2 9 年 

2 月 1 日 

介護予防居

宅療養管理

指導 

 

三重県告示第 102 号 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 4 項において準用する同法第 50 条の 2 の規定により、次

のとおり指定介護機関から名称等の変更の届出がありました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

変更内容 指定介護機関の 

名 称 
申請（開設）者名 

事業（サービ

ス）の種類
変更事項

新 旧 

変   更

年 月 日

訪問介護 森伸 

住環境事業部 
株式会社森伸 

福祉用具貸

与 
所在地 

伊勢市河崎一丁

目 12-7 

伊勢市小俣町明

野 1308 

平成 28 年

8 月 24 日

訪問介護 森伸 

住環境事業部 
株式会社森伸 

介護予防福

祉用具貸与 
所在地 

伊勢市河崎一丁

目 12-7 

伊勢市小俣町明

野 1308 

平成 28 年

8 月 24 日

訪問介護 森伸 

住環境事業部 
株式会社森伸 

特定福祉用

具販売 
所在地 

伊勢市河崎一丁

目 12-7 

伊勢市小俣町明

野 1308 

平成 28 年

8 月 24 日

訪問介護 森伸 

住環境事業部 
株式会社森伸 

特定介護予

防福祉用具

販売 

所在地 
伊勢市河崎一丁

目 12-7 

伊勢市小俣町明

野 1308 

平成 28 年

8 月 24 日

 

三重県告示第 103 号 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 4 項において準用する同法第 50 条の 2 の規定により、次

のとおり指定介護機関から事業の廃止の届出がありました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

           三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

指 定 介 護 機 関 の 
所在地 

名      称 
申請（開設）者名

申請（開設）者の主

たる事務所の所在地

事業（サービ 

ス ） の 種 類 

廃   止

年 月 日

デイサービス クラ

ス 四日市北 

四 日 市 市 天 ケ 須 賀

5-2-3 

介護ジャパン株式

会社 

東京都千代田区岩本

町 2-11-9 イトーピ

ア橋本ビル 2Ｆ 

地域密着型通

所介護 

平成 29 年

1 月 31 日

デイサービスセンタ

ー木の香 
松阪市鎌田町 58-3 

株式会社キハタト

レーディング 

松阪市鎌田町 59 番地

の 1 
通所介護 

平成 28 年

12月 31日

デイサービスセンタ

ー木の香 
松阪市鎌田町 58-3 

株式会社キハタト

レーディング 

松阪市鎌田町 59 番地

の 1 

介護予防通所

介護 

平成 28 年

12月 31日

訪問看護ステーショ

ンなのはな 

桑名市長島町松ケ島

180 番地 4 

株式会社リライア

ンス 

桑名市大字大仲新田

540 番地 1 シティー

マンションエース201

号室 

訪問看護 
平成 29 年

1 月 31 日

訪問看護ステーショ

ンなのはな 

桑名市長島町松ケ島

180 番地 4 

株式会社リライア

ンス 

桑名市大字大仲新田

540 番地 1 シティー

マンションエース201

号室 

介護予防訪問

看護 

平成 29 年

1 月 31 日
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株式会社デイサー

ビスセンターあゆ

む 

デイサービスセンタ

ー あゆむ 
尾鷲市栄町 2 番 31 号 尾鷲市栄町 2 番 31 号

地域密着型通

所介護 

平成 28 年

7 月 31 日

デイサービスセンタ

ー あゆむ 
尾鷲市栄町 2 番 31 号 

株式会社デイサー

ビスセンターあゆ

む 

尾鷲市栄町 2 番 31 号
介護予防通所

介護 

平成 28 年

7 月 31 日

 

三重県告示第 104 号 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項において準用する生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 49 条の

規定により、次のとおり医療扶助のための医療を担当させる機関を指定しました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

指定医療機関の名称 所在地 指定年月日 

豊田クリニック 亀山市南野町 4-15 平成 29 年 1 月 1 日 

さかい循環器内科クリニック 名張市希央台三番町 6 番地 1 平成 29 年 1 月 1 日 

クリーン歯科クリニック 津市乙部 2018 平成 29 年 1 月 1 日 

やまゆり歯科 松阪市京町 508-10 平成 29 年 2 月 1 日 

ハート調剤薬局 桑名市赤尾 2031-2 平成 29 年 1 月 1 日 

エンゼル薬局 多度駅前店 桑名市多度町小山字尾津平 1874-4 平成 29 年 2 月 1 日 

かすみがうら薬局 四日市市八田 1 丁目 13-17 平成 29 年 1 月 1 日 

健やか薬局野町店 鈴鹿市野町東 2 丁目 4 番 30 号 平成 29 年 1 月 1 日 

アクア薬局江戸橋駅前店 津市上浜町 5-58 平成 29 年 2 月 1 日 

ウエルシア薬局 松阪下村店 松阪市下村町 862 番 2 平成 29 年 2 月 1 日 

徳山薬局 名張市桔梗が丘 1-6-80 平成 29 年 1 月 1 日 

ナーシング三重 亀山市川崎町 4855 番地 Ａ105 平成 29 年 2 月 1 日 

訪問看護ステーション かがせお 伊勢市岡本二丁目 7-11 平成 29 年 1 月 19 日 

 

三重県告示第 105 号 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項において準用する生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 50 条の 

2 の規定により、次のとおり指定医療機関から名称等の変更の届出がありました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

指定医療機関の名称 所在地 変更後の名称等 変更年月日 

佐藤医院 桑名市大央町 21 番地の 15 
さとう糖尿病・訪問診療ク

リニック 
平成 29 年 1 月 1 日 

 

三重県告示第 106 号 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項において準用する生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 50 条の

2 の規定により、次のとおり指定医療機関から事業の廃止の届出がありました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

指定医療機関の名称 所在地 廃止年月日 

豊田クリニック 亀山市南野町 4-15 平成 28 年 12 月 31 日 

小林内科医院 松阪市大河内町 800 番地 平成 29 年 1 月 1 日 

富沢内科 伊勢市一之木一丁目 10-3 平成 28 年 12 月 17 日 

さかい循環器内科クリニック 名張市希央台 3 番町 6 番-1 平成 28 年 12 月 31 日 
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桝田医院 名張市新町 193 番地 平成 29 年 1 月 1 日 

クリーン歯科クリニック 津市乙部 2018 平成 28 年 12 月 31 日 

エンゼル薬局かすみがうら店 四日市市八田一丁目 13 番地 17 号 平成 28 年 12 月 31 日 

徳山薬局 名張市桔梗が丘 1 番町 6 街区 80 番地 平成 28 年 12 月 31 日 

訪問看護ステーションなのはな 桑名市長島町松ヶ島 180 番地 4 平成 29 年 1 月 31 日 

 

三重県告示第 107 号 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項において準用する生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の

2 第 1 項の規定により、次のとおり介護扶助のための居宅介護若しくは居宅介護支援計画の作成又は施設介護を

担当させる機関を指定しました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

申請（開設）者の主指定介護機関の 
所在地 申請（開設）者名

たる事務所の所在地名 称 

指 定 

年 月 日 

事業（サービ

ス）の種類

朝日つげ歯科 三重郡朝日町小向 925 柘植 信哉 三重郡朝日町小向 925
平成 29 年 

2 月 1 日 

居宅療養管

理指導 

朝日つげ歯科 三重郡朝日町小向 925 柘植 信哉 三重郡朝日町小向 925
平成 29 年 

2 月 1 日 

介護予防居

宅療養管理

指導 

 

三重県告示第 108 号 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項において準用する生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 50 条の

2（同法第 54 条の 2 第 4 項において準用する場合を含む。）の規定により、次のとおり指定介護機関から名称等

の変更の届出がありました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

変更内容 変   更

年 月 日

指定介護機関の 

名 称 
申請（開設）者名 

事業（サービ
変更事項

ス）の種類 新 旧 

福祉用具貸

与 
所在地 

伊勢市河崎一丁

目 12-7 

伊勢市小俣町明

野 1308 

訪問介護 森伸 

住環境事業部 
株式会社森伸 

平成 28 年

8 月 24 日

訪問介護 森伸 

住環境事業部 
株式会社森伸 

介護予防福

祉用具貸与 
所在地 

伊勢市河崎一丁

目 12-7 

伊勢市小俣町明

野 1308 

平成 28 年

8 月 24 日

訪問介護 森伸 

住環境事業部 
株式会社森伸 

特定福祉用

具販売 
所在地 

伊勢市河崎一丁

目 12-7 

伊勢市小俣町明

野 1308 

平成 28 年

8 月 24 日

訪問介護 森伸 

住環境事業部 
株式会社森伸 

特定介護予

防福祉用具

販売 

所在地 
伊勢市河崎一丁

目 12-7 

伊勢市小俣町明

野 1308 

平成 28 年

8 月 24 日

 

三重県告示第 109 号 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項において準用する生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 50 条の

2（同法第 54 条の 2 第 4 項において準用する場合を含む。）の規定により、次のとおり指定介護機関から事業の

廃止の届出がありました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

           三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

申請（開設）者の主指 定 介 護 機 関 の 
所在地 申請（開設）者名

たる事務所の所在地名      称 

事業（サービ 

ス ） の 種 類 

廃   止

年 月 日
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デイサービス クラ

ス 四日市北 

四 日 市 市 天 ケ 須 賀

5-2-3 

介護ジャパン株式

会社 

東京都千代田区岩本

町 2-11-9 イトーピ

ア橋本ビル 2Ｆ 

地域密着型通

所介護 

平成 29 年

1 月 31 日

平成 28 年

12月 31日

デイサービスセンタ

ー木の香 
松阪市鎌田町 58-3 

株式会社キハタト

レーディング 

松阪市鎌田町 59 番地

の 1 
通所介護 

デイサービスセンタ

ー木の香 
松阪市鎌田町 58-3 

株式会社キハタト

レーディング 

松阪市鎌田町 59 番地

の 1 

介護予防通所

介護 

平成 28 年

12月 31日

訪問看護ステーショ

ンなのはな 

桑名市長島町松ケ島

180 番地 4 

株式会社リライア

ンス 

桑名市大字大仲新田

540 番地 1 シティー

マンションエース201

号室 

訪問看護 
平成 29 年

1 月 31 日

訪問看護ステーショ

ンなのはな 

桑名市長島町松ケ島

180 番地 4 

株式会社リライア

ンス 

桑名市大字大仲新田

540 番地 1 シティー

マンションエース201

号室 

介護予防訪問

看護 

平成 29 年

1 月 31 日

デイサービスセンタ

ー あゆむ 
尾鷲市栄町 2 番 31 号 

株式会社デイサー

ビスセンターあゆ

む 

尾鷲市栄町 2 番 31 号
地域密着型通

所介護 

平成 28 年

7 月 31 日

デイサービスセンタ

ー あゆむ 
尾鷲市栄町 2 番 31 号 

株式会社デイサー

ビスセンターあゆ

む 

尾鷲市栄町 2 番 31 号
介護予防通所

介護 

平成 28 年

7 月 31 日

 

三重県告示第 110 号 

 介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）第 75 条第 2 項の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者から事

業の廃止の届出がありました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

廃 止 介 護 保 険 

事業所番号 
事業所の名称 事業所の所在地 事業者名 

年 月 日 

サービス

の 種 類

2470203023 サンエイ訪問介護事業所 
四日市市浜一色町

7-23 
株式会社 サンエイ 

平成 2 8 年 

1 1 月 1 日 
訪問介護

2470205309 
デイサービスセンター石塚ひ

まわり 

四 日 市 市 石 塚 町

10-23 
株式会社ひまわり 

平成 2 8 年 

12 月 31 日 
通所介護

2460490044 
あんしん訪問看護ステーショ

ン 
亀山市川合町 103 

あんしん介護株式会

社 

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 

居宅療養

管理指導

2470400736 デイサービス白雪 
亀山市川崎町 4855

番地 
株式会社ジャス・ミン

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 
通所介護

2470400728 ヘルパーステーション白雪 
亀山市川崎町 4855

番地 Ａ棟 102 号室
株式会社ジャス・ミン

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 
訪問介護

2460490051 訪問看護ステーション 白雪 
亀山市川崎町 4855

番地 Ａ棟 105 号室
株式会社ジャス・ミン

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 
訪問看護

2460490051 訪問看護ステーション 白雪 
亀山市川崎町 4855

番地 Ａ棟 105 号室
株式会社ジャス・ミン

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 

居宅療養

管理指導

2470205150 訪問介護ときわステーション 
四日市市西松本町

14 番 25 号 

株式会社ダスキン三

栄 

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 
訪問介護

2460190198 
訪問看護ステーションなのは

な 

桑名市長島町松ケ島

180 番地 4 

株式会社リライアン

ス 

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 
訪問看護

2470200821 ケア・プラザ四日市 
四日市市新正 5 丁目

2-6 

有限会社 サポートア

ンドサービス 

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 
訪問介護

 

三重県告示第 111 号 

 介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）第 115 条の 5 第 2 項の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事

業者から事業の廃止の届出がありました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   
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廃 止 介 護 保 険 

事業所番号 
事業所の名称 事業所の所在地 事業者名 

年 月 日 

サービス

の 種 類

2470203023 サンエイ訪問介護事業所 
四日市市浜一色町

7-23 
株式会社 サンエイ 

平成 2 8 年 

1 1 月 1 日 

介護予防

訪問介護

2470504743 デイサービスらくらく 
津市一身田大古曽

974 番地 3 
株式会社幸泉 

平成 2 8 年 

12 月 31 日 

介護予防

通所介護

2470701216 安心ホーム カトレア「立野」 松阪市立野町 502-1
有限会社 ハッピー

メディック 

平成 2 9 年 

1 月 1 5 日 

介護予防

通所介護

2460490044 
あんしん訪問看護ステーショ

ン 
亀山市川合町 103 

あんしん介護株式会

社 

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 

介護予防

居宅療養

管理指導

2460490051 訪問看護ステーション 白雪 
亀山市川崎町 4855

番地 Ａ棟 105 号室
株式会社ジャス・ミン

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 

介護予防

居宅療養

管理指導

2470400736 デイサービス白雪 
亀山市川崎町 4855

番地 
株式会社ジャス・ミン

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 

介護予防

通所介護

2470400728 ヘルパーステーション白雪 
亀山市川崎町 4855

番地 Ａ棟 102 号室
株式会社ジャス・ミン

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 

介護予防

訪問介護

2460490051 訪問看護ステーション 白雪 
亀山市川崎町 4855

番地 Ａ棟 105 号室
株式会社ジャス・ミン

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 

介護予防

訪問看護

2470205150 訪問介護ときわステーション 
四日市市西松本町

14 番 25 号 

株式会社ダスキン三

栄 

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 

介護予防

訪問介護

2460190198 
訪問看護ステーションなのは

な 

桑名市長島町松ケ島

180 番地 4 

株式会社リライアン

ス 

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 

介護予防

訪問看護

2470200821 ケア・プラザ四日市 
四日市市新正 5 丁目

2-6 

有限会社 サポートア

ンドサービス 

平成 2 9 年 

1 月 3 1 日 

介護予防

訪問介護

 

三重県告示第 112 号 

 漁船損害等補償法施行令（昭和 27 年政令第 68 号）第 5 条第 1 項の規定に基づき、漁船損害等補償法（昭和 27

年法律第 28 号）第 112 条第 1 項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありましたので、同令第

5 条第 3 項の規定により次のとおり告示します。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

1  届出事項 

発    起    人 漁船損害等補償法第113条第1項の申出を

する漁業協同組合 
加 入 区 

住       所 氏   名 

津市河芸町東千里 610 杉野 和宏 河芸町 河芸町漁業協同組合 

津市河芸町影重 1124-1 大西 正浩 河芸町 河芸町漁業協同組合 

2  指定漁船調書の縦覧 

(1)  縦覧期間 

      平成 29 年 2 月 21 日から同年 3 月 7 日まで 

(2)  縦覧場所 

      津市河芸町一色 3196 河芸町漁業協同組合 

 

三重県告示第 113 号 

 漁船損害等補償法施行令（昭和 27 年政令第 68 号）第 5 条第 1 項の規定に基づき、漁船損害等補償法（昭和 27

年法律第 28 号）第 112 条第 1 項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありましたので、同令第

5 条第 3 項の規定により次のとおり告示します。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

1  届出事項 
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発    起    人 漁船損害等補償法第113条第1項の申出を

する漁業協同組合 
加 入 区 

住       所 氏   名 

桑名市多度町戸津 628-2 鷲野 健二 桑北 桑北漁業協同組合 

桑名市福島新町 67 南部 公洋 桑北 桑北漁業協同組合 

2  指定漁船調書の縦覧 

(1)  縦覧期間 

      平成 29 年 2 月 21 日から同年 3 月 7 日まで 

(2)  縦覧場所 

      桑名市矢田 99-1 桑北漁業協同組合 

 

三重県告示第 114 号 

 漁船損害等補償法施行令（昭和 27 年政令第 68 号）第 5 条第 1 項の規定に基づき、漁船損害等補償法（昭和 27

年法律第 28 号）第 112 条第 1 項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありましたので、同令第

5 条第 3 項の規定により次のとおり告示します。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

1  届出事項 

発    起    人 漁船損害等補償法第113条第1項の申出を

する漁業協同組合 
加 入 区 

住       所 氏   名 

尾鷲市小川東町 23-8 浜松 楠夫 尾鷲 尾鷲漁業協同組合 

尾鷲市北浦西町 1369-30 谷口 智之 尾鷲 尾鷲漁業協同組合 

2  指定漁船調書の縦覧 

(1)  縦覧期間 

      平成 29 年 2 月 21 日から同年 3 月 7 日まで 

(2)  縦覧場所 

      尾鷲市港町 3-6 尾鷲漁業協同組合 

 

三重県告示第 115 号 

 漁船損害等補償法施行令（昭和 27 年政令第 68 号）第 5 条第 1 項の規定に基づき、漁船損害等補償法（昭和 27

年法律第 28 号）第 112 条第 1 項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありましたので、同令第

5 条第 3 項の規定により次のとおり告示します。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

1  届出事項 

発    起    人 漁船損害等補償法第113条第1項の申出を

する漁業協同組合 
加 入 区 

住       所 氏   名 

尾鷲市大字大曽根浦 62 東 登志夫 大曽根 大曽根漁業協同組合 

尾鷲市大字大曽根浦 75-1 岡 秀樹 大曽根 大曽根漁業協同組合 

2  指定漁船調書の縦覧 

(1)  縦覧期間 

      平成 29 年 2 月 21 日から同年 3 月 7 日まで 

(2)  縦覧場所 

      尾鷲市大曽根浦 82 大曽根漁業協同組合 

 

三重県告示第 116 号 

 漁船損害等補償法施行令（昭和 27 年政令第 68 号）第 5 条第 1 項の規定に基づき、漁船損害等補償法（昭和 27

年法律第 28 号）第 112 条第 1 項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありましたので、同令第

5 条第 3 項の規定により次のとおり告示します。 
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  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

1  届出事項 

発    起    人 漁船損害等補償法第113条第1項の申出を

する漁業協同組合 
加 入 区 

住       所 氏   名 

熊野市遊木町 31 浜中 一茂 熊野 熊野漁業協同組合 

熊野市二木島里町 55 山下 真次 熊野 熊野漁業協同組合 

2  指定漁船調書の縦覧 

(1)  縦覧期間 

      平成 29 年 2 月 21 日から同年 3 月 7 日まで 

(2)  縦覧場所 

      熊野市遊木町 338-2 熊野漁業協同組合 

 

三重県告示第 117 号 

 漁船損害等補償法施行令（昭和 27 年政令第 68 号）第 5 条第 1 項の規定に基づき、漁船損害等補償法（昭和 27

年法律第 28 号）第 112 条第 1 項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありましたので、同令第

5 条第 3 項の規定により次のとおり告示します。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

1  届出事項 

発    起    人 漁船損害等補償法第113条第1項の申出を

する漁業協同組合 
加 入 区 

住       所 氏   名 

桑名郡木曽岬町源緑輪中 351 太田 幸貴 木曽岬 木曽岬漁業協同組合 

桑名郡木曽岬町雁ヶ地 239 若松 正和 木曽岬 木曽岬漁業協同組合 

2  指定漁船調書の縦覧 

(1)  縦覧期間 

      平成 29 年 2 月 21 日から同年 3 月 7 日まで 

(2)  縦覧場所 

      桑名郡木曽岬町大字源緑輪中 6 木曽岬漁業協同組合 

 

三重県告示第 118 号 

 漁船損害等補償法施行令（昭和 27 年政令第 68 号）第 5 条第 1 項の規定に基づき、漁船損害等補償法（昭和 27

年法律第 28 号）第 112 条第 1 項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありましたので、同令第

5 条第 3 項の規定により次のとおり告示します。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

1  届出事項 

発    起    人 漁船損害等補償法第113条第1項の申出を

する漁業協同組合 
加 入 区 

住       所 氏   名 

北牟婁郡紀北町島勝浦 392 脇 泰廣 海山 三重外湾漁業協同組合 

北牟婁郡紀北町引本浦 956-9 那々木 晃 海山 三重外湾漁業協同組合 

2  指定漁船調書の縦覧 

(1)  縦覧期間 

      平成 29 年 2 月 21 日から同年 3 月 7 日まで 

(2)  縦覧場所 

      度会郡南伊勢町奈屋浦 3 三重外湾漁業協同組合 

 

三重県告示第 119 号 
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 漁船損害等補償法施行令（昭和 27 年政令第 68 号）第 5 条第 1 項の規定に基づき、漁船損害等補償法（昭和 27

年法律第 28 号）第 112 条第 1 項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありましたので、同令第

5 条第 3 項の規定により次のとおり告示します。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

1  届出事項 

発    起    人 漁船損害等補償法第113条第1項の申出を

する漁業協同組合 
加 入 区 

住       所 氏   名 

尾鷲市須賀利町 295 世古 英夫 須賀利 三重外湾漁業協同組合 

尾鷲市須賀利町 223 玉置 雅敏 須賀利 三重外湾漁業協同組合 

2  指定漁船調書の縦覧 

(1)  縦覧期間 

      平成 29 年 2 月 21 日から同年 3 月 7 日まで 

(2)  縦覧場所 

      度会郡南伊勢町奈屋浦 3 三重外湾漁業協同組合 

 

三重県告示第 120 号 

 漁船損害等補償法施行令（昭和 27 年政令第 68 号）第 5 条第 1 項の規定に基づき、漁船損害等補償法（昭和 27

年法律第 28 号）第 112 条第 1 項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありましたので、同令第

5 条第 3 項の規定により次のとおり告示します。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

1  届出事項 

発    起    人 漁船損害等補償法第113条第1項の申出を

する漁業協同組合 
加 入 区 

住       所 氏   名 

尾鷲市九鬼町 133-1 宮崎 哲 尾鷲南 三重外湾漁業協同組合 

尾鷲市三木浦町 129 三鬼 充 尾鷲南 三重外湾漁業協同組合 

2  指定漁船調書の縦覧 

(1)  縦覧期間 

      平成 29 年 2 月 21 日から同年 3 月 7 日まで 

(2)  縦覧場所 

      度会郡南伊勢町奈屋浦 3 三重外湾漁業協同組合 

 

三重県告示第 121 号 

 漁船損害等補償法施行令（昭和 27 年政令第 68 号）第 5 条第 1 項の規定に基づき、漁船損害等補償法（昭和 27

年法律第 28 号）第 112 条第 1 項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありましたので、同令第

5 条第 3 項の規定により次のとおり告示します。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

1  届出事項 

発    起    人 漁船損害等補償法第113条第1項の申出を

する漁業協同組合 
加 入 区 

住       所 氏   名 

度会郡大紀町錦 75-11 糸川 僚一 錦 三重外湾漁業協同組合 

度会郡大紀町錦 161-5 加藤 圭二 錦 三重外湾漁業協同組合 

2  指定漁船調書の縦覧 

(1)  縦覧期間 

      平成 29 年 2 月 21 日から同年 3 月 7 日まで 

(2)  縦覧場所 
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      度会郡南伊勢町奈屋浦 3 三重外湾漁業協同組合 

 

三重県告示第 122 号 

 漁船損害等補償法施行令（昭和 27 年政令第 68 号）第 5 条第 1 項の規定に基づき、漁船損害等補償法（昭和 27

年法律第 28 号）第 112 条第 1 項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありましたので、同令第

5 条第 3 項の規定により次のとおり告示します。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

1  届出事項 

発    起    人 漁船損害等補償法第113条第1項の申出を

する漁業協同組合 
加 入 区 

住       所 氏   名 

北牟婁郡紀北町長島 1420-1 小川 和久 長島町 三重外湾漁業協同組合 

北牟婁郡紀北町長島 1200-4 大倉 浩之 長島町 三重外湾漁業協同組合 

2  指定漁船調書の縦覧 

(1)  縦覧期間 

      平成 29 年 2 月 21 日から同年 3 月 7 日まで 

(2)  縦覧場所 

      度会郡南伊勢町奈屋浦 3 三重外湾漁業協同組合 

 

三重県告示第 123 号 

 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 21 条第 2 項において準用する同法第 18 条第 1 項の規定により、都市

計画を変更しましたので、同法第 21 条第 2 項において準用する同法第 20 条第 1 項の規定により、次のとおり告

示し、同条第 2 項の規定により、当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供します。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

1  都市計画の種類及び名称 

  桑名都市計画、四日市都市計画、大安都市計画及び北勢都市計画下水道 

   北勢沿岸流域下水道（北部処理区） 

2  都市計画を定める土地の区域 

  都市計画の図書において表示します。 

3  縦覧場所 

  三重県県土整備部都市政策課 

 

 

監査委員公表 

 

監査委員公表第 2 号 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 242 条第 1 項の規定に基づく請求に係る監査の結果を、同条第 4 項の

規定により次のとおり公表します。 

平成 29 年 2 月 21 日 

三重県監査委員    福  井  信  行   

三重県監査委員   杉  本  熊  野   

三重県監査委員    小  林  正  人   

三重県監査委員  上  島     憲   

第 1  監査の請求 

 1  監査請求のあった日  平成 28 年 12 月 15 日 

 2  請 求 人  住所 松阪市久米町 309 番地 45          氏名 角谷 猛志 

 住所 多気郡多気町片野 578 番地        氏名 小山  顕 
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 住所 津市久居西鷹跡町 335 番地 3        氏名 土岐 哲也 

     請 求 人 ら 代 理 人  住所 津市丸之内 33 番 26 号    弁護士  氏名 村田 正人 

第 2   請求の受理 

本件請求は、所要の法定要件を具備しているものと認めて受理した。 

第 3   請求人の陳述等 

      平成 29 年 1 月 23 日、地方自治法第 242 条第 6 項の規定に基づき、請求人に対して証拠の提出と陳述の機

会を設けた。 

また、同日、三重県県土整備部職員の陳述を聴取した。 

第 4  監査の結果 

  上記の住民監査請求について監査した結果を次のとおり通知した。 
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監査第   ７２   号 

平成２９年２月１０日  

 請求人 角 谷 猛 志 様 

 請求人 小 山   顕 様 

 請求人 土 岐 哲 也 様 

請求人ら代理人  

弁護士 村 田 正 人 様 

 

三重県監査委員 福 井 信 行 

三重県監査委員 杉 本 熊 野 

三重県監査委員 小 林 正 人 

三重県監査委員 上 島   憲 

 

住民監査請求について 

 

平成２８年１２月１５日に提出された住民監査請求（以下「本件請求」という。）につい

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２条第４項の規定

に基づき監査した結果は次のとおりです。 

  

記 

第１ 監査の結論 

   本件請求を棄却する。 

 

第２ 監査の請求 

１ 請求の趣旨 

（１）請求の対象職員 

ア 水谷優兆は、平成２８年度の三重県県土整備部長であり、５，０００万円以

上の路面清掃工事の入札条件の決裁権者であり、業務委託契約締結の決裁権者

である。 

三重県知事鈴木英敬は、５，０００万円以上の路面清掃工事の契約締結の執

行権者である。 

イ 紀平益美は、平成２８年度の三重県県土整備部県土整備財務課長であり、５，

０００万円未満の路面清掃工事の業務委託契約締結の決裁権者である。 

三重県知事鈴木英敬は、５，０００万円未満の路面清掃工事の契約締結の執

行権者である。 

田中貞朗は、平成２８年度の三重県県土整備部参事兼道路管理課長であり、
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５，０００万円未満の路面清掃工事の入札条件の決裁権者である。 

 

（２）財務会計行為 

ア 三重県は、平成２８年２月１９日、次の入札（以下「本件入札」という。）

を公告した。 

・ 平成２７年度公共土木施設維管第０－分６０２５号一般国道１６６号外

（南勢地区）公共土木施設維持管理（路面清掃）業務委託 

   （以下「本件業務委託」という。） 

イ 公告された入札にかかる企業要件（競争参加資格）は、「単独又は共同企業

体の構成員（出資比率が２０％以上のものに限ります。以下同じ。）である元

請けとして、平成１２年度以降に完成し、かつ、引渡しが済んでいる本工事

と同種工事の施工実績を資料提出日において有すること。なお、「本工事と同

種工事」とは、公共機関等（国の機関、地方公共団体、（法（昭和２２年法律

第６７号）第１条の３に規定する普通地方公共団体及び特別地方公共団体）、

法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第１に掲げる公共法人又は国土交

通省令で定める法人（建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第

１８条に規定する法人）をいいます。）発注の１契約あたりの実施距離４００

ｋｍ以上の路面清掃業務をいいます。」（以下この企業要件を「本件参加資格」

という。）であった。 

ウ 三重県は、本件業務委託において、「当該入札を適正かつ合理的に行うため

特に必要（法施行令第１６７条の５の２）といえる事情」がないにもかかわ

らず、平成２６年度と同様、１契約あたり４００ｋｍ以上の企業要件（入札

参加要件）をもうけ、本件業務委託の入札において、最低入札価格の５，８

２９万円で入札した請求人らが役員である会社（以下「請求人らの会社」と

いう。）の入札を無効として同社と契約せず、入札価格では２位の６，１００

万円で入札した会社（以下「本件会社」という。）の入札を有効として、本件

会社と契約した。 

 

（３）違法性 

ア 地方公共団体の締結する契約については、原則として一般競争入札の方法に

よることとされ、指名競争入札等の方法は例外として位置づけられている（法

第２３４条２項、法施行令第１６７条ないし同条の３）。そして、一般競争入

札に付された場合、原則として、最低価格入札者が契約の相手方となる。 

法令の趣旨は、地方公共団体の締結する契約に係る経費が、その住民の税金

で賄われること等に鑑み、機会均等、公正性、透明性、経済性（価額の有利性）

を確保することにある。通常の一般競争入札ではなく、制限付一般競争入札を
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採る場合にも上記の法令の趣旨は妥当するものと解すべきであり、「事業所の

所在地」等による制限付一般競争入札が許されるのは、上記の機会均等、公正

性、透明性、経済性等の事情を考慮しつつも、なお「当該入札を適正かつ合理

的に行うため特に必要」（法施行令第１６７条の５の２）といえる事情がある

場合に限られるというべきである（水戸地裁平成２６年７月１０日判決）。 

イ 三重県が、路面清掃業務の企業要件（入札参加要件）として、「１契約あた

りの実施距離４００ｋｍ以上」と定め、これを満たさない企業の入札は、最低

価格入札者であっても無効とすることは、「当該入札を適正かつ合理的に行う

ため特に必要」（法施行令第１６７条の５の２）といえる事情がないにもかか

わらず、「１契約あたりの実施距離４００ｋｍ以上」の要件を満たさない最低

価格による入札者の入札を無効とし、「１契約あたりの実施距離４００ｋｍ以

上」の要件を満たすものの最低価格ではない入札者の入札を有効として、全体

では２位の価格による入札者を落札者とするものであり、裁量権を著しく逸脱

し、裁量権を濫用した違法な入札である。 

ウ 東京都をはじめとする全国の都道府県の道路の道路清掃業務の一般競争入

札や制限入札において、「１契約あたりの実施距離４００ｋｍ以上」の要件を

満たさない限り、最低入札価格の入札であっても無効とする扱いをしている都

道府県は存在しない。 

三重県内の道路の道路清掃業務の一般競争入札や制限入札において、「１契

約あたりの実施距離４００ｋｍ以上」の要件を満たさない限り、最低入札価格

の入札であっても無効とする扱いをしている市町村は存在しない。 

国土交通省が発注する道路清掃業務の一般競争入札や制限入札において、

「１契約あたりの実施距離４００ｋｍ以上」の要件を満たさない限り、最低入

札価格の入札であっても無効とする扱いをしている事例は存在しない。 

「１契約あたりの実施距離４００ｋｍ以上」の要件は、異例中の異例、例外

中の例外というべき特異で異常な企業要件の設定であり、裁量権を大きく逸脱

し、裁量権を濫用した違法な企業要件の設定である。 

エ 「１契約あたりの実施距離４００ｋｍ以上」の要件の不合理性 

（ア）４００ｋｍは、どのようにして決められたのか。 

三重県は、平成２５年度までの路面清掃業務（単年度契約）では、東紀州

地区の対象道路の契約距離６００ｋｍの３分の１の２００ｋｍを企業要件

としていた。 

三重県の説明によれば、東紀州地区の路面清掃業務の対象道路の総延長距

離は６００ｋｍであり、これを１年間に３回清掃することになるから、業務

の対象となる道路の延べ距離を３で割って２００ｋｍを算出し企業要件と

したと説明し、南勢地区の路面清掃業務もこれに準じたと説明する。 
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そして、複数年契約にした平成２６年度以降は、東紀州地区の路面清掃業

務の対象道路の総延長距離が２倍の１，２００ｋｍとなったから、これを３

で割って４００ｋｍとしたと説明する。 

しかし、複数年契約では、２年間に同じ個所を６回に分けて清掃をするの

だから、１，２００ｋｍを６（回）で割ればよく、３（回）で割ることに何

の合理性もない。 

（イ）そもそも、翻って、単年度契約の場合でも複数年契約の場合でも、２００

ｋｍや４００ｋｍの企業要件を設定することは、何の合理性もなく、裁量権

を逸脱した違法な企業要件の設定である。 

何故ならば、１日に道路清掃業務が可能な道路の区間は約２０ｋｍである。

６００ｋｍの道路において道路清掃業務を行う場合には、１か月に２～３回

の間隔で作業を行えばよい。これは、複数年契約（２年契約）になった場合

でも同じであり、２年間においても１か月に２～３回の間隔で作業を終えれ

ばよい。 

道路清掃業務は、適宜、同一区間における１回の作業を適切な間隔をおい

て行うべき作業であり、短期間に集中して行う作業ではない。このような道

路清掃作業の特質に鑑みれば、１日に２０ｋｍの道路清掃作業を完遂するこ

とができる能力があれば、全区間の作業を行うことが可能であり、それ故に、

他の都道府県では、２００ｋｍとか４００ｋｍなどという不合理な企業要件

を設定していないのである。つまり、２００ｋｍとか４００ｋｍなどという

企業要件の設定そのものが極めて不合理で違法な制限入札をしていること

になる。 

（ウ）「１契約あたりの実施距離４００ｋｍ以上」の要件を満たすことができるの

は、過去に三重県の路面清掃業務を契約したことがある既得業者７社だけで

あり、「１契約あたりの実施距離４００ｋｍ以上」の要件は、新規参入業者の

参入を防ぎ、路面清掃業務における市場性を狭め、既得７業者の利権確保の

ために大きな効果を果たしている。 

現に、南勢地区の路面清掃業務は、平成１８年度以前は本件会社であった

が、平成１８年度の制限一般競争入札実施以降も、毎年度（実に１０年以上）、

本件会社が落札している１位不動が続いている。 

これは、談合防止のために導入された制限一般競争入札制度がまったく機

能していないどころか、「１契約あたりの実施距離２００ｋｍ以上」あるい

は「１契約あたりの実施距離４００ｋｍ以上」の企業要件の設定により、本

件会社の既得権が揺るがないように、同社の既得権を三重県が違法に擁護し

ていることを意味する。 
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（４）損害 

三重県は、違法な制限入札により、最低入札価格の５，８２９万円での契約を

せず、２位の６，１００万円で入札した本件会社を落札者として契約したことに

より、最低入札価格との差額の２７１万円の損害を被った。 

 

（５）措置請求の内容 

ア 三重県が本件業務委託の入札において、本件参加資格を設定し、最低入札価

格の５，８２９万円で入札した請求人らの会社の入札を無効として同社と契約

せず、入札価格では２位の６，１００万円で入札した本件会社を落札者として

契約したことは違法であることを確認する。 

イ 三重県知事鈴木英敬は、鈴木英敬と水谷優兆に対し、連帯して金２７１万円

を支払うよう請求せよ。 

ウ 三重県知事鈴木英敬は、本件会社に対し、鈴木英敬と水谷優兆と連帯して、

金２７１万円を支払うよう請求せよ。 

 

２ 平成２９年１月２５日付けの請求人らの補充書による請求の趣旨の追加 

措置請求の内容は、法第２４２条第１項によれば、①当該行為を防止し、又は是

正すること、②当該怠る事実を改めること、③当該行為・怠る事実によって当該普

通地方公共団体が被った損害を補填するために必要な措置を講ずべきことを請求

することであるので、①当該行為を防止し、又は是正することとして、以下を加え

る。 

 「１契約あたりの実施距離４００ｋｍ以上」の施工実績を入札参加要件とするこ

とを廃止することの勧告を求める。 

 

第３ 監査の実施 

１ 監査対象事項 

  本件参加資格及び本件入札の結果なされた本件業務委託契約の締結に違法又は

不当な点があるか否かを監査対象とした。 

 

２ 監査対象部局 

  県土整備部 

 

３ 対象部局の調査の実施、陳述の聴取等 

（１）実施した調査等 

平成２９年１月１０日、県土整備部の調査を実施した。 

平成２９年１月１２日、県土整備部長から陳述書の提出があった。 
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平成２９年１月２３日、請求人ら及び県土整備部職員の陳述をそれぞれ聴取し、

同日、請求人らから新たな証拠の提出があった。 

平成２９年１月２５日、請求人らから三重県職員等措置請求書（補充書）の提

出があった。 

 

 （２）請求人らの陳述の要旨 

   ア 三重県は、路面清掃業務において東紀州地区の総延長の３分の１である４０

０ｋｍを入札参加資格としているが、４００ｋｍが合理的かどうか問題である。 

     東紀州地区の１，２００ｋｍの総延長は請負上のものであり、実延長は２０

０ｋｍである。路面清掃業務は集中して行う作業ではなく、等間隔に実施する

必要がある。１年間に３回するわけであるから、４か月に２００ｋｍをこなす

能力がチェックポイントになる。労働者が１か月に２２日間仕事をするとして、

２００ｋｍを８８日間で割ると 1日に２．２７ｋｍ、繰り上げると 1 日に３ｋ

ｍ。そう考えると実際に必要な施工能力は、１日に３ｋｍ路面清掃をすること

ができる能力を備えているかどうかが合理的な入札参加要件である。 

イ 三重県が全国の都道府県に対して行った調査によれば、平成２５年度に路面

清掃業務委託を行ったのは２６団体あり、その発注形態は、一般競争入札が８

団体、指名競争入札が１６団体、随意契約が２団体であった。さらに、一般競

争入札において、入札参加資格要件として施工実績を求めていたのは３団体で

あったが、三重県のような距離の要件を設けているところはなかった。 

ウ 平成２５年度又は平成２６年度に路面清掃業務委託の入札参加資格要件に

施工実績を求めた県は５団体あったが、４００ｋｍという過酷な要件はなく、

本件参加資格は異常、異様かつ特異なものである。 

エ 一般競争入札といいながら、実際には、三重県の路面清掃業務をしたことの

ある７社しか要件を備えることができないのは羊頭狗肉と一緒で入札偽装で

ある。三重県は、一般競争入札の看板を掲げながら実質は指名競争入札をして

いる。 

平成２６年度に２００ｋｍの要件を４００ｋｍに引き上げたのにはわけが

ある。２００ｋｍの要件を満たすことができたのは津市の路面清掃業務だけで

あり、津市の実績を備えれば三重県にランクアップできることから、請求人ら

の会社は平成２５年度に津市の路面清掃業務を受注した。 

そうすると、２００ｋｍにしておいたのでは、請求人らの会社が参入してく

るので、平成２６年度には複数年契約にして４００ｋｍという入札制限にした。 

その結果、請求人らの会社は、平成２６年度は南勢地区と東紀州地区で価格

競争では勝ったのに、無効となった。そして２位の、より高い値段の従前の７

社のうちの会社が落札した。 
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こういったことが続くと、三重県はずっと損害を被っていくことになる。 

 

 （３）監査対象部局の陳述の要旨 

     ア 本件業務委託における「１契約あたりの実施距離４００ｋｍ以上の施工実

績」という企業要件は、法施行令第１６７条の５第１項のうち、「契約の種類

及び金額に応じ、工事、製造又は販売等の実績」を定めたものであり、法施行

令第１６７条の５の２の契約締結要件である「前条第一項の資格を有する者に

つき、更に、当該入札に参加する者の事業所の所在地又はその者の当該契約に

係る工事等についての経験若しくは技術的適性の有無等に関する必要な資格」

を定めたものではない。 

したがって、必要があるときは本件業務委託のような資格要件を定めること

は適法であり、裁量権を著しく逸脱したり裁量権を濫用したものではない。 

仮に、本件業務委託に関する「公共機関等発注の１契約あたりの実施距離４

００ｋｍ以上の路面清掃業務」という実績要件が、法施行令第１６７条の５の

２の「前条第１項の資格を有する者につき、更に、当該入札に参加する者の事

業所の所在地又はその者の当該契約に係る工事等についての経験若しくは技

術的適正の有無等に関する必要な資格」を定めたものであったとしても、本件

参加資格は、「契約の性質又は目的により、当該入札を適正かつ合理的に行う

ため特に必要がある」場合に該当する。 

   イ 入札を実施するにあたり、参加資格を定める必要性 

路面清掃業務は、施工延長が長く、車両、歩行者、周辺住民に対する配慮を

伴う、熟練を要する作業であり、そのため、安全、確実な業務の遂行を担保す

るためには相応の実績が必要である。 

     建設工事にかかる一般競争入札において受注高を要件とする場合は、設計金

額に応じて段階的に金額を設定しており、設計金額の２分の１程度を上限とし

ていることが多いことから、本件業務委託における４００ｋｍという距離は、

県内４地区で実施している路面清掃業務委託のうち施工延長が最も短い東紀

州地区の施工延長である１，２２４ｋｍの約３分の１であるとともに、本件業

務委託の施工延長である４，４９８ｋｍの１０分の１以下の延長であり、他の

工事と比較しても過大な条件ではない。 

     また本件業務委託において本件参加資格を定めても少なくとも７社が入札

参加資格を有していることが確認されており、競争性は十分確保されている。 

企業要件として施工実績を求める場合、施工延長という基準は、客観的かつ

具体的な指標である。路面清掃業務においては、単価契約による場合や、他の

維持管理業務も含めた契約による場合など、各発注者により契約方式が異なり、

受注金額では施工実績を適切に判断できないこともあるため、施工延長を基準
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とすることが、指標としてはより適切である。 

   ウ 本件参加資格を定めた理由 

（ア）平成２５年度までの路面清掃業務委託については、入札参加資格として「１

契約あたり実施距離２００ｋｍ以上の路面清掃業務」の施工実績を求めてい

た。 

これは、路面清掃業務が、県が発注する業務の中でも突出して施工延長

が長く、県民生活に多大な影響を及ぼすためである。 

路面清掃業務は、トラック、作業員、路面清掃車が縦列し、徐行しなが

ら作業を実施し、通行止めの措置を行わないことから、歩行者・車両等の

通過交通に対して細心の注意を払い、追突・接触等交通事故の防止、渋滞

の抑制にも配慮しながら作業等を行う必要がある。 

このことから、同種業務の実績を有している者へ委託する必要があると

判断し、入札参加資格として「1契約あたり実施距離２００ｋｍ以上の路面

清掃業務」を定めた。 

具体的には、安全で、円滑・確実な業務の実施を担保するための同種業

務の施工実績の要件として、４契約（北勢地区（約２，３００ｋｍ）、中勢

地区（約２，２００ｋｍ）、南勢地区（約２，４００ｋｍ）、東紀州地区（約

６００ｋｍ））のうち、最小規模である東紀州地区の施工延長の３分の１程

度に相当するのが２００ｋｍであることから、「１契約あたり実施距離２０

０ｋｍ以上の路面清掃業務」とした。 

平成２５年度まで、この企業要件を付し入札を行った結果、相当数の入

札参加があり、競争性を確保していること、落札者において適正に業務が

履行されていることを確認している。 

（イ）平成２６年度は路面清掃業務を複数年契約としたことにより、施工期間と

施工延長がともに延伸しており、一の契約における道路交通や県民生活に及

ぼす影響は、より多大となる。 

このため、契約の相手方には、契約の履行を確保するために必要な資力、

信用、能力、技術等企業としての、より高い総合力を求める必要があると考

え、また、入札においては、相当数の入札参加者数を確保し、十分な競争性

を担保する必要があることをも踏まえ、１契約あたりの同種業務の施工実績

について、平成２５年度以前と同様、最小規模である東紀州地区の施工延長

（約１，２００ｋｍ）の３分の１程度に相当する４００ｋｍ以上とした。 

（ウ）平成２７年度においても本件業務委託は平成２８年度から２９年度にわた

る複数年契約であることから、平成２６年度と同様に、最小規模である東紀

州地区の施工延長（約１，２００ｋｍ）の３分の１程度に相当する４００ｋ

ｍ以上とすることが妥当であると判断した。 
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一契約あたりの実施距離４００ｋｍ以上の路面清掃業務の施工実績を有

している事業者が県内に少なくとも７社あることを把握しており、競争性は

確保されていると判断した。 

（エ）路面清掃業務は施工延長が長く、車両、歩行者、周辺住民に対する配慮を

伴う、熟練を要する作業であるため、安全、確実な業務の遂行を担保するた

めには相応の実績が必要である。仮に１日２０ｋｍ程度の道路清掃業務であ

っても年間を通して相当な日数、回数をかけて、安定的に円滑に、より安全

に施工する能力が施工業者には求められる。 

    それを担保するために入札参加資格を「１契約あたり実施距離４００ｋｍ

以上の路面清掃業務の施工実績」としているのであり、新規参入を排除する

意図はない。他機関の業務において施工実績を上げれば新規参入は可能とな

っている。 

 

第４ 監査の結果 

１ 認定した事実 

   監査対象部局に対する調査結果、請求人及び監査対象部局の陳述結果等を総合す

ると、次の事実が認められる。 

（１）本件請求の対象とする業務委託は、第２の 1（２）のアに記載した路面清掃業

務委託である。 

（２）本件業務委託は路面清掃業務であり、その態様は、トラックが先導し、人力に

より土砂、草などの路肩掃出しを行い、その後に路面清掃車（回転式ブラシが付

いた車両）が散水をしながら、清掃を行う。徐行しながら作業を実施し、通行止

めの措置は行わない。 

路面清掃の施工距離は、道路の「実延長」に「車線数」、数量表で指定した「清

掃回数」を乗じたものとなる。 

（３）県土整備部では、地域維持事業の担い手確保に資するために、人員や機械等の

効率的運用と必要な施工体制の安定的な確保を図る観点から、平成２４年度から

複数年契約に取り組んでおり、路面清掃業務委託については、平成２６年度から

複数年契約としている。 

（４）三重県一般競争入札実施要綱第１９条は、一般競争入札の参加資格要件の設定

等について審査するため、対象工事を所管する部等に競争入札審査会を置くとし

ている。 

上記の審査会として、県土整備部に、県土整備部建設工事競争入札審査会等が

あり、本件業務委託おいても、入札の適正な執行を確保するため、本件業務委託

の入札形態及び競争参加資格要件設定について、平成２８年２月２日、道路整備

担当競争入札審査会にて審査された後、予定価格が５，０００万円以上であるこ
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とから、さらに、同月１０日、県土整備部建設工事競争入札審査会で審査の上、

承認された。 

（５）平成２８年２月１９日、本件業務委託について、以下の内容を含む一般競争入

札を行う旨の入札公告が、三重県会計規則（平成１８年三重県規則第６９号）第

６２条の規定に基づき、三重県電子調達システムにより行われた。 

なお、本公告に記載の「工事」は「業務委託」と読み替えることとされている。 

ア 入札に付する工事概要 

  工事概要として路面清掃の距離が、４，４９８ｋｍ、工期が平成３０年３月

１６日と２か年であること、予定価格が別表 1 に記載の額であることなどが示

された。 

   イ 競争参加資格に関する事項 

競争参加資格に関する事項として、本工事の入札に参加できる者は、本公告

に掲げる条件をすべて満たしている者とし、第２の 1（２）イに記載したとお

り、公共機関等との１契約あたり実施距離４００ｋｍ以上の路面清掃業務を平

成１２年度以降に実績として有していることが入札に参加する条件であるこ

とが示された。 

ウ その他 

   （ア）入札の無効 

本公告に示した競争に参加する資格のない者及び虚偽の申請を行った者

のした入札は無効とする。 

   （イ）落札者の決定 

      三重県会計規則第６５条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の

範囲内で、最低の価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

（６）本件入札は、平成２８年３月１０日から同月１１日まで受け付け、同日に開札

をしたところ、請求人らの会社を含め７社の参加があった。 

    このうち、最低の価格の入札を行った、請求人らの会社は、本件参加資格を有

していなかったことから、競争に参加する資格がない者の入札として、前記（５）

ウ（ア）により、無効となった。 

    本件入札の結果は、別表 1 のとおりである。 

    本件入札において、落札者の入札金額と無効となった入札金額との差額は２７

１万円（税抜）であった。 

（７）別表 1 の本件入札結果に基づき、県と落札者との間で本件業務委託契約が次の

とおり締結された。 

 契約額   ６５，８８０，０００円（税込） 

 契約日   平成２８年３月２５日 

 履行期間  平成２８年４月１日～平成３０年３月１６日 
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 清掃距離  ４，４９８ｋｍ 

（８）平成２７年度に三重県が実施した、県内４地区の路面清掃業務委託のうち本件

業務委託を除く他の３地区の入札参加資格等の概要は次のとおりである。 

ア 入札の方法 

 一般競争入札 

イ 入札参加資格のうち施工実績に係る企業要件 

過去に公共機関等発注の1契約あたりの実施距離４００ｋｍ以上の路面清掃

業務の施工実績を有すること。（本件参加資格と同じ。） 

ウ 清掃距離 

    北勢地区  ３，７１４ｋｍ  

中勢地区  ３，４９２ｋｍ  

東紀州地区 １，２２４ｋｍ 

エ 施工期間 

     概ね２４か月（複数年契約） 

 （９）南勢地区における路面清掃業務委託の平成１８年度から平成２７年度までの落

札者、契約額、落札率、入札参加者数は別表２のとおりである。 

（10）県土整備部では他の都道府県の状況等について次のとおり調査を実施していた。 

    なお、国、県内市町の状況については調査対象としていなかった。 

ア 平成２７年６月に実施された調査 

平成２５年度及び２６年度に１契約あたりの施工延長又は平均延長が４０

０ｋｍを超える路面清掃業務委託等の実績を有する団体は、少なくとも１８存

在したが、契約の内容や方法は各団体によって異なっていた。 

イ 平成２８年３月に取りまとめられた調査 

路面清掃業務を委託していると回答した４１団体のうち、７団体が除草等他

の業務を含めて委託していた。また、４１団体のうち随意契約又は指名競争入

札により委託しているとしたのは２８団体、一般競争入札等によるとしたのは

１０団体、その他が３団体であった。 

一般競争入札等において、入札参加資格に１契約あたりの施工距離を要件と

している都道府県はなかった。 

 

２ 判断 

（１）請求人らは、三重県が「当該入札を適正かつ合理的に行うため特に必要」と言

える事情がないにも関わらず、本件業務委託において「１契約あたりの実施距離

４００ｋｍ以上」を企業要件としたことは、裁量権を逸脱し違法である旨主張す

るので、以下、請求人らの主張について検討する。 
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（２）法第２３４条第１項は、地方公共団体が締結する契約につき、一般競争入札、

指名競争入札、随意契約又はせり売りの方法によることを定め、同条第２項で、

一般競争入札の方法が原則であること、同条第６項で、競争入札に加わろうとす

る者に必要な資格に関し必要な事項は、政令でこれを定めるとしている。 

これを受けて、法施行令（昭和２２年政令第１６号）では、一般競争入札の参

加者の資格について、契約を締結する能力を有しない者等を参加させることがで

きない旨（法施行令第１６７条の４第１項）を、契約の履行に当たり不正の行為

をした者等の入札への参加を制限することができる旨（同条第２項）をそれぞれ

規定している。また、普通地方公共団体の長が、工事、製造又は販売等の実績、

従業員の数、資本の額その他の経営の規模及び状況を要件とする資格を定めるこ

とができる旨（法施行令第１６７条の５）を、契約の性質又は目的により、当該

入札を適正かつ合理的に行うため特に必要があると認めるときは、法施行令第１

６７条の５第１項の資格を有する者につき、更に、当該入札に参加する者の事業

所の所在地又はその者の当該契約に係る工事等についての経験若しくは技術的

適性の有無等に関する必要な資格を定め、当該資格を有する者により当該入札を

行わせることができる旨（法施行令第１６７条の５の２）をそれぞれ規定してい

る。 

 

これら一般競争入札の参加者の資格に関する規定は、一般競争入札の方法が、

多数の者を競争に参加させることにより公正な競争を維持するとともに、経済的

にも地方公共団体に有利な者を選択できるという利点がある一方で、不特定の多

数の者が入札に参加することにより、落札した者が確実に契約を履行することが

できる者であるかどうかわからないため、かえって地方公共団体に損失を与える

おそれがあることから、それを防止するため、参加者に一定の制限を加え、契約

の適正な履行を確保するという観点から設けられたものと解される。 

上記一般競争入札の参加者の資格に関する規定の趣旨から、また、法施行令第

１６７条の５、１６７条の５の２で定めた資力、能力及び技術力等の資格につい

て、法令上、何ら具体的な基準を定めていないことから、契約の確実な履行確保

の必要上、いかなる資力、能力及び技術力等を入札の参加者の資格要件として定

めるかについては、契約担当者である地方公共団体の長の裁量に委ねられている

ものと解される。 

一方、普通地方公共団体の締結する契約については、その経費が住民の税金で

賄われること等にかんがみ、機会均等の理念に最も適合して公正であり、かつ、

価格の有利性を確保し得るという観点から、一般競争入札の方法によるべきこと

が原則と解されている。また、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する

法律（平成１２年法律第１２７号）は、公共工事の入札等について、入札の過程
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の透明性が確保されること、入札に参加しようとする者の間の公正な競争が促進

されること等によりその適正化が図られなければならない（３条）とされている

など、法等の法令は、普通地方公共団体が締結する公共工事等の契約に関する入

札につき、機会均等、公正性、透明性、経済性（価格の有利性）を確保すること

を図ろうとしているものである（最高裁判所平成１８年１０月２６日判決）。 

 

したがって、一般競争入札の参加者の資格を定めるに当たっても恣意的な運用

は許されず、本件参加資格を定めるにつき、上記諸要素に照らして極めて不合理

であり、社会通念上著しく妥当性を欠くと認められる場合には、その裁量権を逸

脱又は濫用したものとして違法又は不当となるものと解するのが相当である。 

 そして、本件参加資格に違法又は不当な点があれば、これを前提になされた本

件業務委託契約も違法又は不当なものとなる。 

 

（３）そこで、本件参加資格の合理性の有無について以下に検討する。    

  ア 三重県が本件参加資格を定めた理由 

県土整備部長の平成２９年１月１２日付け陳述書、県土整備部職員の同月２３

日の陳述、県土整備部への調査等によれば、第３の３（３）イ及びウの事実が認

められ、請求人らの会社を排除するために本件参加資格を設定したとは認められ

ない。 

 

イ 本件参加資格の合理性についての判断 

三重県が本件参加資格を定めた上記アの理由について判断すると、路面清掃は、

道路管理者として道路の交通に及ぼす危険を防止し、交通に支障を及ぼさないよ

うに実施する必要性があること、加えて、本件業務委託を含め三重県が県内４地

区で実施している路面清掃業務委託は、第４の１（５）及び（８）のとおり施工

距離が長いことから、全区間にわたり確実に施工することが可能な業者が必要で

あり、確実な履行を確保するために、施工実績の距離が少ない業者ではなく、一

定規模以上の路面清掃の実績を有する者に制限して入札を実施することには一

定の合理性がうかがえる。 

 

また、その規模についても最小である東紀州地区のさらに３分の１の程度の距

離であり、本件業務委託の南勢地区においては約１０分の１以下に相当する距離

であって、ことさら、過大な条件を設定したというわけでもないことから、施工

実績を１契約当たり４００ｋｍ以上とした本件参加資格には不合理な点は認め

られない。 

この点について、請求人らは、路面清掃業務の特質から適切な間隔をおいて行
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うべき作業であり、短期間に集中して行う作業ではないから、一定規模以上の路

面清掃の実績ではなく、１日に２０ｋｍ（陳述では３ｋｍと述べている）の路面

清掃業務を完遂できる能力があれば全区間の作業を行うことが可能であり、２０

０ｋｍや４００ｋｍの実施距離を企業要件として設定することは、合理性がない

旨主張する。 

しかしながら、本件業務委託は、２か年にわたる契約期間を通じて４，４９８

ｋｍという施工距離を、相当な日数、回数をかけて、安定的に円滑に、より安全

に施工することが求められていることから、一定規模以上の路面清掃の実績を有

することを参加資格とすることについて不合理とはいえない。 

 

また、請求人らは、「１契約あたり実施距離４００ｋｍ以上」の要件を満たさ

ない限り、無効とする扱いをしている都道府県、県内市町は存在せず、国土交通

省にも事例は存在しないから、本件参加資格が裁量権を大きく逸脱し、裁量権を

濫用した特異で異常な企業要件の設定であると主張している。 

確かに、第３の３（２）イ及び第４の１（１０）からは、一般競争入札におい

て、施工距離を入札参加資格の要件としている他の都道府県は確認することがで

きない。  

しかしながら、他の都道府県においては、一般競争入札のほか随意契約や指名

競争入札によるものなど他の契約方法による場合や、契約内容についても路面清

掃業務だけでなく除草等他の業務も含めた委託とする場合や単価契約による場

合など、各団体それぞれが異なる条件下で、それぞれの契約方法や契約内容に応

じた参加資格を長の裁量のもとに判断しているのであり、同じ入札参加資格が存

在しないから裁量権を逸脱しているという請求人らの主張には理由がない。 

     

    さらに、請求人らは、本件参加資格の要件を満たすことができるのは、過去に

三重県の路面清掃業務を契約したことのある既得業者７社だけであり、平成１８

年度以降本件会社の落札が続いていることから、本件入札が実質的に指名競争入

札となっていること、本件参加資格が業者の新規参入を防ぎ、路面清掃業務にお

ける市場性を狭め、三重県が既得７業者の利権を擁護していること等主張する。 

しかしながら、上記のとおり施工実績を１契約あたり４００ｋｍ以上とした本

件参加資格に不合理な点は認められない以上、結果として本件参加資格の要件を

満たすことができるのが７社となり、また、本件会社の落札が続いたとしても、

これらのことだけをもって、実質指名競争入札であるとか、業者の新規参入を防

ぎ、市場性が狭められたとか、特定の業者の利権を違法に擁護しているなどとは

認めることはできない。 

事実、過去の南勢地区の路面清掃業務委託の落札率についてみると、別表２の
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とおり、単年度契約であった平成１８年度から平成２５年度までの落札率が９１．

３％から９２．６％の範囲であり、初めて複数年契約となった平成２６年度が９

３．３％、平成２７年度の本件入札の落札率は、最も低い８９．８％となってい

ることから、本件参加資格により競争性も損なわれてはいない。 

 

なお、請求人らは、平成２６年７月１０日水戸地裁判決を根拠として、本件参

加資格が違法である旨主張しているが、同判決は、地元業者に入札参加資格を限

定するという別の政策課題のために、工事とは直接関係のない災害協定を締結し

ていることを条件としたこと等により、これまで入札参加資格を有していた業者

を排除することになった事案であり、業務を履行するために直接的に必要な条件

を設定した本件とは事案を異にするというべきである。 

 

 ３ 結語 

よって本件請求にはいずれも理由がないから、前記第 1 監査の結論のとおり決定

する。 

 

第５ 付言 

本件参加資格に合理性が認められ、長の裁量権の範囲内であることは監査の結果

で指摘したところである。 

他方、地方公共団体が締結する公共工事等の契約について入札とすることとした

趣旨は機会均等、公正性、透明性、経済性を確保することにある。 

こうした観点から入札参加資格の設定など、常に必要な見直しを行うことが重要

であり、その結果として新たに入札に参加する者が増えれば、より一層の競争性や

経済性を確保できる可能性も期待できることとなるので、今後、こうしたことも含

め検討されることが望ましい。 
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別表１（本件業務委託契約の予定価格（税抜）、本件入札の結果） 

予定価格 67,943,000 （税抜）      

入札業者名称 入札状況 入札金額 落札率 

本州舗装株式会社 無効 58,290,000   

宮本建設株式会社 落札 61,000,000 89.8％ 

東海管清興業株式会社   62,850,000   

株式会社朝日工業   64,500,000   

株式会社大栄   65,000,000   

株式会社塩谷組   65,500,000   

﨑建設株式会社   66,300,000   

 

別表２（南勢地区における平成１８年度から平成２７年度までの落札者、契約額、

落札率、入札参加者数） 

年度 落札者 契約額 
落札率

（％） 

入札参

加者数

平成 18年度 宮本建設株式会社 30,450,000 円 92.5 8

平成 19年度 宮本建設株式会社 29,925,000 円 91.3 8

平成 20年度 宮本建設株式会社 30,135,000 円 91.6 7

平成 21年度 宮本建設株式会社 28,980,000 円 91.8 7

平成 22年度 宮本建設株式会社 28,875,000 円 91.4 7

平成 23年度 宮本建設株式会社 29,400,000 円 92.6 6

平成 24年度 宮本建設株式会社 29,085,000 円 91.9 7

平成 25年度 宮本建設株式会社 32,025,000 円 91.8 7

平成 26年度 宮本建設株式会社 65,340,000 円 93.3 7

平成 27年度 宮本建設株式会社 65,880,000 円 89.8 7
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公 告 

 

土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）第 18 条第 16 項の規定により、次の土地改良区から役員の退任の届出が

ありました。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

 三重用水土地改良区（四日市市平尾町大字大池 2765 番地の 3） 

 退任理事 

 員弁郡東員町大字大木 2283 番地 鈴 木 久 満   

 四日市市日永西四丁目 11 番 22 号   田 中 俊 行   

 

 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 29 条第 1 項の規定により許可しました開発行為に関する工事は、次 

のとおり完了しました。 

平成 29 年 2 月 21 日 

                             三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬 

工事完了年月日 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 許可を受けた者の住所及び氏名 

平成 29 年 

2 月 13 日 
伊賀市小田町字南代 1475-1 ほか 13 筆 

奈良県橿原市葛本町 564 

吉 川 義 信 

奈良県桜井市東新堂 232 

米 田 浩 庸 

伊賀市上野西大手町 3644-1 

前 出  寛 

奈良県大和高田市曽大根 546 

北 川 啓 治 

伊賀市小田町 1186-1 

藤 下 克 視 

 

 

特定調達公告 

 

 次のとおり落札者を決定しましたので、三重県企業庁の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規程（平

成 7 年三重県企業庁管理規程第 9 号）第 12 条の規定により公告します。 

  平成 29 年 2 月 21 日 

 三重県企業庁長  松  本  利  治   

1  特定役務の名称  平成 28 年度ご発 第 1-分 0005 号 

           三重ごみ固形燃料発電所 ＲＤＦ焼却・発電施設運転等管理業務委託 

2  担 当 部 局  桑名市多度町力尾 

 三重県企業庁 三重ごみ固形燃料発電所 

3  落 札 者 決 定  平成 28 年 12 月 12 日 

4  落 札 者  三重県四日市市浜田町 6 番 11 号 

 富士電機株式会社 三重営業所 

 所長 菅原 是善 

5  落 札 金 額 入札価格 1,394,800,000 円 

 契約金額 1,516,802,400 円 

6  決 定 手 続  一般競争入札 

7  入 札 公 告 日  平成 28 年 10 月 25 日 
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